
書式第 8号 (法第 10条・第 25条関係 )

設立・定款変更用

令和 3年度 事 業 報 告 書

特定非営利活動法人Adovo

1 事業の成果
本年度は、新たに追加 した事業を基に、基本的にオンライン上での活動を行った。多くは

試験的運用で、 ‐部の活動は実行できなかった。

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【  59 】千円 )
定款に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事
者
人数

受益
対象者
範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千円)

国際交流推進事
Lヽ
,く

国内外の技能実習生に
日本についての講習会
を実施した。また、実習
生や在 日の外国人 と日
本の学生の交流会を実
施 した。

4月 、 5
月、6月 、
9月 、 1
0月 、 1
1月

オンライン 19名 参加者 180名 25

日本語教育促

進並びにその

研究に係 る事

業

技能実習生や特定活動
ビザを持つ外国人 (在
日・海外)な どに日本語
を教える授業をオンラ
インオフラインの両方
で実施した。会話力向上
だけでなく日本語能力
試験を目指 した授業 も
実施した。

毎週 1回

オ ン ラ イ
ン、東京の
受け入れ企
業、ベ トナ
ムの送 り出
し機関

8名 参加者 120名 28

外 国人 労働 者

等 の人権 問題

に係 る研 究及

びその啓発事

業

技能実習生や外国人労
働者の現状についての
日本の学生向けの勉強
会を開催した。

2月 t>r4> 3名 開催 した勉強会の
参加者

20名 6

作文 コンテス

トの開催事業
実施しなかった 実施 しな

かった
実施 しなか
った

0名 実施 しな
かった

0名 0

学生団体、ボラ

ンティア団体

の援助及び交

流事業

だ多
」
‐

て
体

生によつて運営 され
いるボランティア団
に手伝いに行った。

12月 20
日、1月
15日

オ
ン
団
す

ン ラ イ
、援助先
体が指定
る場所

4名

援助先団
体、その
団体の活
動による
受益対象
者

300名 0

類似の事業を

行 う個人、団

体、法人の援助

及び交流事業

日本語教室を行 うボラ
ンティア団体などと協
力して、日本での犯罪ヘ
の対策などの講習会を
実施した。

2月 6日 、
3月 2日

オ
ン
団
す

ン ラ イ
、援助先
体が指定
る場所

5名

援助先団
体、その
団体の活
動による
受益対象
者

320名 0



その他、_の法

人 の 目的 を達

成 す るための

に必要な事業
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日
な

こ参加する
「やさしい
ショップ」
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3月 20日 ;tr7 4 > 3名
シ
ヘ
者
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プ
加

一
ン
参
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の

30名 ｎ
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書式第 13号 (法第 28条関係 )

令和 3年度

事 業 報 告 用

活動計算書 (その他事業が上上場合)
特定非営利活動法人Adovo

単位 :円 )

金   鋪 ′|ヽ計 ・ 合 計

1 受取

正会員受取会費
賛助会員受取会費

0

|う

2 130.

受取寄附金
施設等受入評価益

130,000
(:)

3

4

国際交流推進事業収益
日本語教育促進並びにその研究に係る事業収益
外国人労働者等の人権問題に係る研究及びその啓発事業収益
作文コンテストの開催事業
学生団体、ボランティア団体の援助及び交流事業1(益

類似の事業を行う個人、団体、法人の援助及び交流事業収益

0

0

0

0

(:)

0

の こ の の め

5 の の

受取利 自. 0

B
1

(1)人
給料手当
役員報酬
退職給付費用
福利厚生費

(2)そ の
会議費
旅費交通費
施設等評価費用
減価償却費
印刷製本費
通信運搬費

2

1

役員報酬
給料手当
退職給付費用
福利厚生費

2 の

消耗品費
水道光熱費
通信運搬費
地代家賃
旅費交通費
減価償却費
印刷製本費

||)

0

〔)

0

0

25,000
14,900
0

0

12,100
1,500
5.500

59.000

59.00(

0

〔)

0

0

0

6,000
0

4,500
0

9,000
0

10.500

30,000

30.00(

89.000
当 期 経 :増 減 額 A B 41.000

過年度損益修正益

(:)

(

災害損失

0

()

(:)

当  期  経 外  増  減 C

人 及

iE

41.000

41.000

経 130 0.

祝
　
　
　
カ



書式第 15号 (法第 28条関係 )

令和 3年度 貸借対照表
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人Adovo

金   箱 ′|ヽ +・ イヽ

充動資産

現金頂金
未収企
棚卸資産

¥産合計  ・・・① 41.000
固定資産

(1)有形固定資産
車両運搬具

什器備品

(2)無形固定資産
ソフ トウェア

借地権

(3)投資その他の資産
敷金

長期貸付金

2

占産合計 ・ (2)

【A】 資 産 合 計 ①+② 41,000

1

B-1

未払金

預 り金

長期借入金
退職給付引当金

B-2
正

41,000
41 000

負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】【B】 41.000
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書式第 16号 (法第 28条関係 )

メ当。3年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

特定非営利活動法人Adovo

重要な会計方針

計算書類の作成は、 NPO会計基準 (2010年 7月 20日  2017年 12月 12日 最終改定 PヽO法人会計基準協
議会)に よっています。
(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法
棚卸資産の評価基準は原価基準により、評価方法は総平均法によっています。

(2)固定資産の減価償却の方法
車両運搬具及び什器備品の原価基準は定率法によっています。

(3)引 当金の計上基準
・退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務に基づき当期末に発生していると認められる金額
を計上しています。なお、退職給付債務は期末自己都合要支給額に基づいて計上しています。

(4)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理
施設の提供等の物的サービスの受入れは、活動計算書に計上しています、

また、計上額の算定方法は 「3.施設の提供等の物的サービスの受入の内訳」に記載しています
(5,消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税式方式によっています

2.事 業別損益の状況
円 )

科 目 管理部門

130000 130000

0

0

10500

4500

6000

8000

10000

0

0

7000

0

0

15000

4000

0

0

2000

1500

5500

2000

900

3100

0

0

0

0

30000

I 経常収益
1.受取会費
2.受取寄附金
3 受取助成金等
4.事業収益
5.その他収益
経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1)人件費
給料手当

役員報酬

退職給付費用

福利厚生費

人件費計
(2)その他経費
会議費

旅費交通費
施設等評価費用

減価償却費

印刷製本費
通信運搬費
消耗品費
その他経費計

経常費用計

当期経常増減額

■■■■■■■

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために必要な

事項
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事業費と管理費の按分方法

各事業の経費及び事業費と管理費に共通する経費のうち、給料手当、退職給付手当、退職給付費用、福利厚牛費及び旅
費交通費については従事割合に基づき按分しています。



書式第 17号 (法第 28条関係)
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人Adovo

金   麺 ′|、    言+ 合      計

現金預金
手元現金
GMOあ おぞらネット銀行普通預金

41,000
0

41,00つ

未収金 0

棚卸資産
販売用寄附物品

0

()

2
(1 ) 形 回
車両運搬具
事業用車両 ()

什器備品
′ヽソコン

(2)無形固定資
ソフトウェア
オヘ レーションシステム

文書編集 ソフト

倍地権

(3) その の

敷全

長期貸付金

41.000

-1・

流 動

長期借入金

退職給付引当金
職員

【[

【B-1】 負 ③+④債 合 計

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】

~葡
面耳百¬雅 雨戸

~~~~~|

|

|

【A】 資 産 合 計 ①+②

未払全

源泉1.(収税 。
|

41.00

槍



書式第 1号 (法第 10条・第 23条関係 )

設立・役員変更用

′′¬.Eコ1 /ラ ´´て
イOF=ヨ 多γ

=゛
百

八 ン｀ ‐卜1/｀
「 (役員名簿及び役員のうち報酬を受ける者の名簿)

特定非営利活動法人 Adovo

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条 を確認の上、チェックを入れてください。)

国以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係)
山各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係)

2 役員一覧

峙
ぢη′
°日

3月 31日

ヽ｀

||

11

ヽヽ

ヽ ヽ

役 名
(どちぅかに0)

(フ リガナ )

氏   名

報酬の有

任

(どちらかに

O)

役職名等

c壽
●監事

松岡 柊こ二

マツオカ シュウ

ゴ 有て9 理事長

「

サ トウ タク

佐藤 匠
副理事長

′
´｀
ヽ

(写声
′監事

/´
~ヽ

c計
監事
名取 陸之助

ナ トリ リクノス

ケ 有 ∂
ツ
副理事長

/´
~ヽ

(馨,た 監事
マ トバ マイ

的場 舞
有 ａ
″

４

．

´́
~~ヽ

t理ヌ 事饂・０

? )vt )t>
丸尾 侍音

有 濯
Ψ

監 事Ci∋
ヨコヤマ ユウミ

横山 結海

′r、

有・堺

理 事
/^~｀ ヽ
ε生事ノ~ン ´

カサハラ ノブキ

笠原 信希
有・e

´́
´~~ヽ

理事

`監

事.ノ｀
:二
/

,!\)v+

三輪 晴希

ミ ワ

′
´
ヽ

有・け'

アヽ

有・り



書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係 )
設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿 )

氏   名

1 松岡柊吾

2 佐藤匠

3 名取陸之助

4 的場 舞

5 濱吉 柚々子

6 畠山 紗弥

7 清水 佳奈

8 小橋 理央

南 智尋

10 青木 亮太郎

11 水田知希

12 妹背汐音

特定非営利活動法人Adovo

9


